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第13期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第13期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に賛否をご表示いただき、平成29年３月28日（火曜日）午後６時までに議決権を行
使してくださいますようお願い申しあげます。

敬 具

記

１．日 時 平成29年３月29日（水曜日）午前10時（午前９時30分受付開始）

２．場 所 東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号 渋谷東口ビル１階
ＴＫＰガーデンシティ渋谷 ホールＡ
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

３．目 的 事 項

【報告事項】 １．第13期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）事業
報告および連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第13期（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）計算
書類報告の件

【決議事項】
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。また、議事資料として本冊子をご持参くださいますようお願い申しあ
げます。なお、株主ではない代理人及び同伴の方など、議決権を行使することができる株主以
外の方はご入場いただけませんので、ご注意ください。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類、計算書類およびその他提供書面の記載に
修 正 が 生 じ た 場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ア ド レ ス
http://www.mediaflag.co.jp/index.php)に掲載させていただきます。

◎当日は、些少ながらお土産をご用意しておりますが、ご持参の議決権行使書用紙の枚数にかか
わらず、ご出席の株主お一人様に対し１個とさせていただきます。

◎本株主総会終了後、同会場において、株主説明会を開催いたしますので、引き続きご参加くだ
さいますようお願い申しあげます。
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（提供書面）

事 業 報 告

〔 平成28年１月１日から
平成28年12月31日まで〕

１．企業集団の現況に関する事項
　(1) 当連結会計年度の事業の経過及びその成果

当連結会計年度（平成28年１月１日から平成28年12月31日まで）におけるわが国

経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策などにより、企業収益や雇用・所得

環境の改善が続く中で、景気は引き続き緩やかな回復基調にて推移いたしました。

しかしながら、米国では個人消費の拡大や雇用環境の改善を背景に堅調な成長が

続いている一方で、中国をはじめとするアジア新興国や資源国等の景気減速に加え、

英国のＥＵ離脱問題、米国大統領選挙などを背景とする海外経済の不確実性の高ま

りや、金融資本市場の変動の影響が懸念されるなど海外景気に対する不透明感は払

拭できず、また、国内における為替相場及び株式市場の変動による企業業績への影

響が懸念され、個人消費の回復にも足踏みがみられ力強さに欠ける状況が続くなど、

景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

このような経済状況の中、当社グループの主な事業領域である消費財メーカー等

への店頭販促支援サービスを実施している営業支援事業の分野では、労働環境の変

化に伴う人材不足から「人」の力による販売促進支援ニーズの増加がみられ、また

小売業・サービス業を中心としてCSや店頭オペレーション改善等の調査プログラム

を提供する流通支援事業の分野でも、人材不足、教育不足によるオペレーション力

低下の改善・強化が重視される傾向がみられます。さらにアジア地域では市場が成

熟化傾向にあり、日本の小売業が持つ店舗店頭改善やオペレーションノウハウを求

める傾向が強くなっております。

当連結会計年度の主な状況としましては、メディアフラッググループ全体として

の店頭販促トータルソリューション提案が寄与したことにより、営業支援事業にお

ける売上高が拡大いたしました。一方で再生事業として和菓子製造販売を行う㈱十

勝たちばなにおきましては、計4店舗の不採算店整理や旧川口本社移転に伴う併設店

舗閉店の影響により売上高が見通しを下回りました。その結果、営業利益、経常利

益についても同様に見通しを下回る結果となりました。
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以上の結果、当連結会計年度における売上高は、6,990,026千円（前年同期比10.8

％減）、営業利益は308,592千円（同121.9％増）、経常利益は254,415千円（同168.3

％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は198,052千円（前年同期は399,521千円の

損失）となりました。

　

セグメント別の業績は次の通りであります。

営業支援事業におきましては、メディアフラッググループ全体としての営業活動

の連動により、相互顧客紹介、店頭販促トータルソリューションにおける付加価値

提案の展開などにより連結子会社である㈱impactTVや㈱MPandCなどの収益性が拡大

し、売上高は4,524,147千円（前年同期比6.4%増）、セグメント利益は662,359千円

（同23.7%増）となりました。

流通支援事業におきましては、アジア地域での現地流通小売業向けコンサルティ

ングサービス、覆面調査業務などが堅調に推移し、売上高は925,713千円（前年同期

比3.3%増）、セグメント利益は372,248千円（同2.3%減）となりました。

ASP事業におきましては、前期はクライアントからのカスタマイズ等の案件を複数

件受注しておりましたが、今期はカスタマイズ等が発生せず既存顧客の継続受注の

みとなり売上高は54,350千円（前年同期比16.1%減）、セグメント利益は45,228千円

（同3.1%増）となりました。

和菓子製造販売事業におきましては、㈱十勝たちばな再生事業において、不採算

店舗の閉店・工場の統合による生産コスト改善・販管費削減などを実施し一層の合

理化を進めましたが、想定以上の売上減少により、売上高は1,515,343千円（前年同

期比28.9%減）、セグメント利益は△88,944千円（前年同期は174,536千円の損失）と

なりました。
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　(2) 資金調達の状況

当連結会計年度においては、運転資金等として金融機関より470,000千円の長期

借入を行いました。

　(3) 設備投資等の状況

当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は

128,143千円で、その主なものは次の通りであります。

　 ① 当連結会計年度中に投資した主要設備

　 株式会社十勝たちばな　 新店及び改装工事等

株式会社impactTV ソフトウェア開発等

　

　 ② 当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、除却

　 株式会社十勝たちばな 旧本社及び旧本社工場の売却等

　(4) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 10 期

(平成25年12月期)

第 11 期
(平成26年12月期)

第 12 期
(平成27年12月期)

第 13 期
(当連結会計年度)

(平成28年12月期)

売 上 高 (千円) 3,434,961 6,935,286 7,833,116 6,990,026

経 常 利 益 (千円) 246,540 300,850 94,815 254,415

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

(千円) 134,832 145,288 △399,521 198,052

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 31.90 33.07 △87.88 43.13

総 資 産 (千円) 4,173,516 5,567,048 5,557,812 4,395,375

純 資 産 (千円) 886,071 1,203,212 745,919 976,509

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 206.97 262.42 160.06 204.26

(注) １．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は期中平均発行済株式数に基づき
算出し、１株当たり純資産額は期末発行済株式数に基づき算出しております。

２．当社は、第12期より「株式給付信託（J-ESOP)」を導入しており、当該信託が所有する当社
株式を自己株式として処理しております。これに伴い、１株当たり当期純利益又は１株当
たり当期純損失（△）の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数からは、当該信託が
所有する当社株式の数を控除しております。
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② 当社の財産及び損益の状況

区 分 第 10 期
(平成25年12月期)

第 11 期
(平成26年12月期)

第 12 期
(平成27年12月期)

第 13 期
(当事業年度)

(平成28年12月期)

売 上 高 (千円) 3,135,035 3,783,381 3,899,824 3,358,773

経 常 利 益 (千円） 261,459 332,403 225,953 85,605

当期純利益又は当期純損失（△） (千円) 156,982 206,508 △580,678 19,284

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) 37.15 47.01 △127.73 4.20

総 資 産 (千円) 1,975,741 2,836,340 2,733,678 2,220,210

純 資 産 (千円) 892,709 1,280,049 609,856 658,242

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 211.12 281.27 132.87 139.01

(注) １．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式数に基づ
き算出し、１株当たり純資産額は期末発行済株式数に基づき算出しております。

２．当社は、第12期より「株式給付信託（J-ESOP)」を導入しており、当該信託が所有する当社
株式を自己株式として処理しております。これに伴い、１株当たり当期純利益又は１株当
たり当期純損失（△）の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数からは、当該信託が
所有する当社株式の数を控除しております。

　(5) 対処すべき課題

当社グループを取り巻く環境は、国内経済において企業収益の改善、個人消費

の持ち直しなど回復基調にある中、当社グループの主な事業領域である消費財メ

ーカー等への営業支援領域及び流通業者等への覆面調査を提供する流通支援領域

共に競争激化による統合・再編が目立ち、低価格商品の開発やマスメディア広告

を使った単調なＯ２Ｏ施策だけでは物が売れない時代となっております。

このような経営環境の下、効率的な店舗店頭販売を支援する当社グループの役

割・使命はますます大きくなっております。当社グループでは以下の５項目につ

いて重点的に対応することで、全てのステークホルダーに責任ある経営を推進し

てまいります。
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① 経営理念のさらなる浸透強化

事業環境に左右されず事業基盤の拡大、成長させていくためには経営理念の浸

透を人材育成の軸とした教育が必要であると考えております。

当社では「HEART OF MEDIAFLAG」という「経営理念」「メディアフラッグメッセ

ージ」、行動指針である「メディアフラッグウェイ」「メディアフラッグリーダー

シップ」等を纏めて解説した冊子を作成・配布しております。また、日々の朝礼

ではグループ会社も合同で理念に基づいた経験談の発表を行ったり、全従業員が

参加する会議の場で理念に基づいた講話を代表自らが実施するなどをして、徹底

した理念の浸透を図っております。これにより、離職率の低下による既存従業員

の安定化や、業務ミスの発生を削減し、品質の向上に繋がるなどの効果が得られ

ております。

また、メディアクルーに対しても、「メディアクルーへの約束」を定め、「理念

共有型フィールドスタッフネットワーク」（注）の構築に注力しております。今後

についても、経営理念浸透を最重要課題ととらえ、全従業員の方向性の統一を図

るための経営理念浸透に繋がる取り組みを実施してまいります。
（注）理念共有型フィールドスタッフネットワークとは、当社グループの理念に基づき、当社に蓄

積した流通現場の知識、考え方を十分に理解し、現場の重要性を熟知したメディアクルーを
指す。

② 人材の確保と育成

当社グループは、今後さらなる事業拡大を目指す上で、優秀な人材の確保及び

理念浸透を軸とした教育による人材育成が重要な経営課題であると認識しており

ます。人材確保については、新卒採用及び中途採用を積極的に実施し、当社の経

営理念・方針に共感を持った人材の確保と、様々なOJT・社内教育等による社員の

レベルアップを進めてまいります。

また、当社グループの主力である営業支援事業及び流通支援事業の業務を支え

るメディアクルーのさらなる増加については、当社グループの認知度・信用力・

露出度の向上を図ることで登録数の増加を進めてまいります。メディアクルーの

教育方針については、店舗の自社運営や流通チェーン出身社員による流通業界の

経験と知識、店舗活動ノウハウを最大限に活かした教育を行うことで流通現場の

知識を理解します。また当社グループの理念に基づいた考え方を理解することで

流通現場の重要性を十分に理解し、単なる登録者に留まることなく、流通現場を

熟知した理念共有型フィールドスタッフネットワークを構築してまいります。ま

た全国に約2,000名を超えるフラッグクルーを配置し、業務に関連性の高い資格保

有者や難易度の高い店頭業務の経験者に対し、最優先で業務を案内する制度を運

用しております。今後につきましてはフラッグクルーのさらなる増員を実施し、

高付加価値サービス提供による高利益体質を目指し、全国各地でより幅広い属性

の方々への労働機会の提供を拡大してまいります。
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③ マルチフィールドメニューの展開

当社では、グループ全体での取引口座数が約1,500社、年間フィールド業務数が

約80万件、店舗運営実績数が70店舗と強固な顧客基盤を保有しております。しか

し店舗店頭の販促・マーケティング領域では、当社が主力事業とするラウンダ

ー・推奨販売・デジタルサイネージ・店頭調査に加え、販促企画・イベント運

営・商品POP制作・店頭什器制作・ノベルティ制作・映像制作等、様々なソリュー

ションが様々な企業により展開されております。当社グループは、「マルチフィー

ルドメニュー」のラインナップを目指し、店頭販促に関するすべての業務を網羅

すべく事業を推進しております。

平成29年2月には、一般人でもプロレベルの動画を簡単に制作できるアプリを展

開する㈱グロウ・ムービージャパンとの資本業務提携も実施しました。

今後も同領域におけるM&Aや資本提携を積極的に進め、店頭実現ビジネスパート

ナーの地位を確たるものにしてまいります。

　

④ 日本全国の店舗店頭データベース化

当社グループでは、ラウンダー・推奨販売・店頭調査による人的支援サービス

を活用した「アナログ」ビッグデータに加え、IoT対応型デジタルサイネージ

PISTA（注）を活用した「デジタル」ビッグデータを店舗店頭から収集し、日本全

国の主要流通150万店舗をデータベース化するアプリの開発に着手しております。

このアプリにより売場の状況と棚前のAIDMA状況を数値で捕捉でき、消費財メーカ

ーは最適な売場で、最適な予算で、最適な販促施策を実施することが可能になり

ます。既に多数の店頭販促ソリューションを持っている当社グループがデータマ

ーケティングの領域に踏み込んでいくことで、販促企画やコンサルティングの領

域にビジネスモデルを昇華することを目論んでおります。
（注）「PISTA」シリーズとは、1997年より店頭販促用電子POPを販売している株式会社impactTVが開

発した先進的な小型デジタルサイネージです。従来の店頭販促機能に加え、商品棚前における
消費者滞留前後で流すコンテンツを切替える人感センサー機能を搭載した「PISTA ZERO」、そ
れに加え消費者の欲しい情報を見たいタイミングで選択させるタッチパネル機能を有するイン
タラクティブサイネージ「PISTA BASIC」、そして商品目前での消費者行動を捕捉・蓄積するこ
とによって、マーケティングに資するフィールド情報を提供するIoT型サイネージ「PISTA
ADVANCE」という3つのラインナップで構成されております。

　

⑤ 海外展開の推進

当社グループの店舗店頭を起点とした既存サービスの営業提案については、国

内のフィールド事業にとどまらず、アジアを中心に海外におけるフィールド事業

のシェア拡大の実現に向けた取り組みを実施してまいります。

流通業界では、既に多くの顧客対象と成り得る企業が進出を果たしており、昨

今の経済環境によりアジア各国では流通業界の競争激化が見込まれることで、フ

ィールド業務の必要性が高まることが予測されます。国内で培ってきたフィール

ド業務のノウハウを活用し、現地企業とのパートナーシップを実践することで、
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急速に高まる経済成長に後れを取ることなく現地環境の情報収集を円滑に行うと

ともに、営業提案の機会を獲得し、海外市場への参入を実現すべく取り組んでま

いります。また、既にアジアを中心とした各国に進出している顧客対象となる日

系企業に対してのアプローチを実施し、店舗店頭サービスの提供を実施すること

で、当社グループの認知度向上を図るとともに、日系企業の国内店舗における取

引を実現してまいります。これら海外市場への進出における収益構造の構築及び

強化を図っていく必要があると考えております。

販売代理店戦略の構築、既存サービス新規導入等を実現させるとともに、日本

が誇るホスピタリティの輸出を目指し、積極的に取り組んでまいります。

　
　(6) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　 該当事項はありません。
　
　 ② 重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

株式会社MEDIAFLAG沖縄 10,000千円 100% 管理業務の受託

梅地亜福（上海）管理咨詢有限公司 270万人民元 100%
覆面調査、流通支援事

業、ＡＳＰ事業

株式会社ラウンドパワー 10,000千円 100% 営業支援事業

cabic株式会社 87,807千円 90% 営業支援事業

株式会社ＭＰａｎｄＣ 39,250千円 87%
スポーツマネジメントコ

ンサルティング事業

Ｏ＆Ｈ株式会社 20,000千円 90% コンサルティング事業

株式会社十勝たちばな 99,000千円 100% 和菓子製造販売事業

株式会社impactTV 359,698千円 100%
デジタルサイネージ

開発販売事業

　
　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　 該当事項はありません。
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　(7) 主要な事業内容（平成28年12月31日現在）

部 門 内 容 主 要 製 品

営 業 支 援 事 業 消費財メーカー向けラウンド事業、デジタルサイネージ開発販売事業

流 通 支 援 事 業 飲食・物販・サービス業向け覆面調査事業を主体とした調査の請負事業

Ａ Ｓ Ｐ 事 業 マーケティングに関わるシステム開発及びＡＳＰサービス提供

和菓子製造販売事業 和菓子の製造販売

　

　(8) 主要な営業所及び子会社（平成28年12月31日現在）

株式会社メディアフラッグ
本 社 東京都渋谷区

大 阪 オ フ ィ ス 大阪府大阪市中央区

株式会社MEDIAFLAG沖縄 本 社 沖縄県名護市

梅地亜福（上海）管理咨詢有限公司 本 社 中華人民共和国上海市

株式会社ラウンドパワー 本 社 東京都渋谷区

cabic株式会社 本 社 京都府京都市中京区

株式会社ＭＰａｎｄＣ 本 社 東京都渋谷区

Ｏ＆Ｈ株式会社 本 社 東京都渋谷区

株式会社十勝たちばな 本 社 東京都世田谷区

株式会社impactTV 本 社 東京都港区

　

　(9) 従業員の状況（平成28年12月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 数

319（394）名 ６名減（113名減）

（注）従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均雇用人員（１日８時間換
算）を外数で記載しております。

　

②当社従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

106（331）名 ―（105名減） 34.5歳 4.6年

（注）従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均雇用人員（１日８時間換
算）を外数で記載しております。
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　(10) 主要な借入先（平成28年12月31日現在）

借入先名 借入金残高

株式会社みずほ銀行 1,352,793千円

株式会社商工組合中央金庫 385,179千円

株式会社三井住友銀行 225,000千円

株式会社埼玉りそな銀行 179,496千円

株式会社八千代銀行 171,154千円

株式会社三菱東京UFJ銀行 165,000千円

　

　(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社連結子会社㈱十勝たちばなは、沖縄における和菓子ブランド「甘味しゅ

り春秋」の事業の一部を㈱ナンポー通商に譲渡しました。

２．会社の株式に関する事項（平成28年12月31日現在）
（1）株式の状況

① 発行可能株式総数 12,000,000株

② 発行済株式の総数 4,705,794株

③ 株 主 数 5,180名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

福 井 康 夫 1,394,600株 29.64%

株 式 会 社 レ ッ グ ス 353,237株 7.51%

株式会社博報堂DYホールディングス 300,000株 6.38%

Ｃ Ｒ Ｅ Ｄ Ｉ Ｔ Ｓ Ｕ Ｉ Ｓ Ｓ Ｅ Ａ Ｇ 211,500株 4.49%

松 田 公 太 180,000株 3.83%

坂 本 孝 90,000株 1.91%

坪 井 武 88,300株 1.88%

株 式 会 社 Ｂ Ｏ Ｓ パ ー ト ナ ー ズ 84,300株 1.79%

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト

信 託 銀 行 株 式 会 社 （信 託 口）
73,100株 1.55%

大 谷 寛 68,200株 1.45%

（注）１．持株比率については、自己株式を除いて算出しています。
２．「日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）」の所有株式73,100株は、株式給付信

託（J-ESOP)の制度導入に伴う当社株式であります。

　

（2）その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

― 10 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年03月13日 18時01分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



３．会社の新株予約権等に関する事項
　(1) 当事業年度末における当社役員が保有している新株予約権の状況
　

第８回 (い) 第８回 (ろ) 第８回 (に)

発行日 平成20年１月４日 平成20年１月31日 平成20年９月30日

新株予約権の発行価額 無償 無償 無償

行使期限 平成29年11月29日 平成29年11月29日 平成29年11月29日

役員の保有状況 30,000個 (１名) 200個 (１名) 1,000個 (１名)

うち取締役
(社外取締役を除く)

30,000個 (１名) ― 1,000個 (１名)

うち社外取締役 ― ― ―

うち監査役 ― 200個 (１名) ―

新株予約権の目的となる
株式の種類及び数

普通株式
90,000株

普通株式
600株

普通株式
3,000株

新株予約権の行使時に払い込

みをなすべき金額
334円 334円 334円

　

第10回 第11回 (ろ) 第12回 (い)

発行日 平成20年10月31日 平成22年３月16日 平成22年４月27日

新株予約権の発行価額 無償 無償 無償

行使期限 平成30年９月30日 平成31年３月27日 平成32年３月26日

役員の保有状況 7,900個 (２名) 1,900個 (１名) 30,000個 (２名)

うち取締役
(社外取締役を除く)

7,900個 (２名) 1,900個 (１名) 30,000個 (２名)

うち社外取締役 ― ― ―

うち監査役 ― ― ―

新株予約権の目的となる
株式の種類及び数

普通株式
23,700株

普通株式
5,700株

普通株式
90,000株

新株予約権の行使時に払い込

みをなすべき金額
334円 334円 384円
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第13回 (い) 第14回 第15回

発行日 平成23年３月29日 平成27年６月４日 平成28年12月５日

新株予約権の発行価額 無償
新株予約権１個につき1,011円
（新株予約権の目的である

株式１株当たり10.11円

新株予約権１個につき1,700円
（新株予約権の目的である

株式１株当たり17.00円

行使期限 平成33年３月28日 平成32年５月18日 平成31年12月４日

役員の保有状況 27,000個 (５名) 1,130個 (６名) 1,470個（８名）

うち取締役
(社外取締役を除く)

26,000個 (４名) 1,130個 (６名) 1,320個（５名）

うち社外取締役 1,000個 (１名) ― 150個（３名）

うち監査役 ― ― ―

新株予約権の目的となる
株式の種類及び数

普通株式
81,000株

普通株式
113,000株

普通株式
147,000株

新株予約権の行使時に払い込

みをなすべき金額
384円 1,087円 531円

　
(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況

当社及び当社子会社の取締役、従業員に対して、以下のとおり、ストック・オ

プションとして新株予約権を発行しております。

決議年月日 平成28年11月10日

新株予約権の数(個) 6,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株）
600,000

(新株予約権1個につき 100株)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,700

新株予約権の行使期間
自 平成30年４月１日

至 平成31年12月４日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 531

資本組入額 265

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）７

新株予約権の割当対象者及び割当個数

当社取締役 ８名 1,470個

当社従業員 19名 1,430個

当社子会社取締役 ８名 1,330個

当社子会社従業員 18名 1,770個
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(注) １．本新株予約権は新株予約権１個につき1,700円で有償発行しております。
２．付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを

含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。た
だし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目
的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、こ
れを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場
合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、
付与株式数は適切に調整されるものとする。

３．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行
使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × １ ／ 分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発
行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式
の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を
調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

新規発行

株式数
×

1株当たり

払込金額既発行

株式数
＋

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数か
ら当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己
株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるも
のとする。
さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を
行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、
合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

４． ① 新株予約権者は、下記（a）及び（b）をいずれも満たした場合に本新株予約権を行使

することができる。

(a) 平成29年12月期又は平成30年12月期の事業年度にかかる当社連結損益計算書（連
結財務諸表を作成していない場合は損益計算書）において、営業利益若しくは税
金等調整前当期純利益が500百万円以上となった場合。なお、国際財務報告基準
の適用等により参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合には、当社は、
合理的な範囲内において、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとす
る。

(b) 割当日から本新株予約権の行使期間が満了する日までの間に、東京証券取引所に
おける当社普通株式の普通取引終値が3,000円（（注）３に準じて行使価額と同様
の調整を行うものとする。）を上回った場合。

② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取
締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年
退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数

を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

５． 譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するも
のとする。

― 13 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年03月13日 18時01分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



６． ① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約

もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計

画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がな

された場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権

の全部を無償で取得することができる。

② 新株予約権者が権利行使をする前に、（注）４に定める規定により本新株予約権の行

使ができなくなった場合、又はその他正当な理由があると取締役会が判断した場合、

当社は本新株予約権を発行価額と同額で取得することができる。

７． 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交

換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合におい

て、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）

の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限

るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、（注）２に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条

件等を勘案のうえ、（注）３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価

額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の

数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日

のうち、いずれか遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日

までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(円)」に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要す

るものとする。

⑧ その他新株予約権の行使の条件

上記（注）４に準じて決定する。

⑨ 新株予約権の取得事由及び条件

上記（注）６に準じて決定する。

⑩ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

　

　(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年03月13日 18時01分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



４．会社役員に関する事項
　(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成28年12月31日現在）

地位及び担当 氏 名 重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 福 井 康 夫

株式会社MEDIAFLAG沖縄 代表取締役会長

梅地亜福（上海）管理咨詢有限公司 董事長

株式会社十勝たちばな 取締役会長

株式会社impactTV 代表取締役会長

cabic株式会社 取締役

株式会社ＭＰａｎｄＣ 取締役

Ｏ＆Ｈ株式会社 取締役

取 締 役 寒河江 清 人

株式会社impactTV 代表取締役社長

株式会社十勝たちばな 代表取締役社長

Ｏ＆Ｈ株式会社 取締役

株式会社ラウンドパワー 取締役

取 締 役 梅 原 拓
株式会社十勝たちばな 代表取締役副社長

株式会社MEDIAFLAG沖縄 取締役

取 締 役
（スペシフィックセールス事業部長）

石 田 国 広
cabic株式会社 取締役

株式会社ＭＰａｎｄＣ 取締役

取 締 役
（経営企画室長）

中 園 利 宏

株式会社MEDIAFLAG沖縄 監査役

梅地亜福（上海）管理咨詢有限公司 監事

株式会社ラウンドパワー 監査役

cabic株式会社 監査役

Ｏ＆Ｈ株式会社 監査役

株式会社ＭＰａｎｄＣ 監査役

株式会社十勝たちばな 監査役

株式会社impactTV 監査役

取 締 役 上 田 雅 彦 株式会社BOSパートナーズ 代表取締役

取 締 役 岡 野 泰 也 cabic株式会社 代表取締役

取 締 役 石 川 剛
桜田通り総合法律事務所 シニアパートナー

アルテック株式会社 監査役

取 締 役 鴇 崎 俊 也

A＆Fアウトソーシング株式会社 代表取締役

株式会社アイフリークモバイル 取締役

テクタイト株式会社 取締役

常 勤 監 査 役 水 谷 隆 宣

監 査 役 吉 田 悟

監 査 役 五十嵐 一 浩
レビンコンサル労務経営事務所 代表

スマートコンサルティング株式会社 代表取締役
　

(注) １．取締役上田雅彦氏、石川剛氏及び鴇崎俊也氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役
であります。

２．監査役吉田悟氏及び五十嵐一浩氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．当社は、監査役吉田悟氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。
４．平成28年12月31日をもって、取締役（経営企画室長）中園利宏氏は、辞任により退任いた

しました。なお、当該取締役の地位、担当及び重要な兼職の状況は退任時の地位、担当及
び重要な兼職の状況であります。
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　(2) 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
( う ち 社 外 取 締 役 分 )

８名
(３名)

65,347千円
( 3,000千円)

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 分 )

4名
(３名)

6,600千円
( 3,450千円)

合 計 12名 71,947千円

(注) １．取締役の報酬限度額は、平成18年３月27日開催の第２期定時株主総会において年額１億円
以内（ただし、従業員分給与は含まない。）と決議しております。

２．監査役の報酬限度額は、平成18年３月27日開催の第２期定時株主総会において年額30百万
円以内と決議しております。

３．当期末の取締役の員数は８名、監査役は３名であります。上記には、平成28年12月31日付
で退任した取締役１名を含み、無報酬の取締役１名を除いております。また第12期定時株
主総会終結の時をもって退任した監査役１名を含んでおります。

　

　(3) 社外役員に関する事項

　 ① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・取締役上田雅彦氏は、株式会社BOSパートナーズの代表取締役であります。同

社は当社の株式を保有しております。

・取締役石川剛氏は、桜田通り総合法律事務所のシニアパートナー及びアルテ

ック株式会社の監査役であります。当社は同社とは特別な関係はありません。

・取締役鴇崎俊也氏は、A＆Fアウトソーシング株式会社の代表取締役、株式会

社アイフリークモバイルの取締役及びテクタイト株式会社の取締役でありま

す。当社は同社とは特別な関係はありません。

・監査役五十嵐一浩氏は、レビンコンサル労務経営事務所の代表及びスマート

コンサルティング株式会社の代表取締役であります。当社は同社とは特別な

関係はありません。
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　 ② 当事業年度における主な活動状況

　 (ア) 取締役会及び監査役会への出席状況
　

役 員 氏 名
取締役会（13回開催） 監査役会（14回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取締役 上 田 雅 彦 12回/13回中 92％ ― ―

取締役 石 川 剛 ８回/10回中 80％ ― ―

取締役 鴇 崎 俊 也 ９回/10回中 90％ ― ―

監査役 吉 田 悟 13回/13回中 100％ 14回/14回中 100％

監査役 五十嵐 一 浩 11回/13回中 85％ 12回/14回中 86％

監査役 石 川 剛 ２回/３回中 67％ ２回/３回中 67％

(注) 石川剛氏は平成28年3月29日の株主総会において、監査役を退任し取締役に就任しております。

　 (イ) 取締役会及び監査役会における発言状況

取締役上田雅彦氏、取締役石川剛氏及び取締役鴇崎俊也氏は、取締役会に

て必要に応じ、事業運営に関する助言を行っております。

監査役吉田悟氏及び監査役五十嵐一浩氏は、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するために必要に応じ、適宜発言を行っております。また

監査役会においても法令や定款の遵守に係る見地から、適宜意見の表明を行

っております。

　 (ウ) 社外役員と締結している責任限定契約の内容

社外取締役上田雅彦氏、社外取締役石川剛氏及び社外取締役鴇崎俊也氏、

社外監査役吉田悟氏及び社外監査役五十嵐一浩氏と当社は、会社法第423条第

１項の責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任

の限度額は、法令の定める最低責任限度額であります。
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５．会計監査人の状況
　(1) 会計監査人の名称 有限責任 あずさ監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,000千円

② 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計

30,000千円

(注) １．当社は会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算
出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等
の額について同意の判断をいたしました。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関す

る議案の内容を決定いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。

　

６．会社の体制及び方針
(1)業務の適正を確保するための体制

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

(a)代表取締役社長は、法令遵守があらゆる企業活動の前提であることを取締役及び使
用人に明示する。

(b)取締役及び使用人は、法令及び定款を遵守するとともに、企業倫理及び社会的責任
を定めたコンプライアンス規程に則り、職務を執行する。

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報は、文書管理規程に基づき、文書又は電磁的媒体に
記録し、適切に保存及び管理する。取締役及び監査役は、それらの情報を閲覧でき
るものとする。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a)リスク管理を体系的に規定するリスク管理規程を定める。

(b)リスク管理体制の構築及び運用は幹部会にて実施する。

　

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a)取締役会は、経営計画及び予算を策定し、各取締役及び各部門は、その達成に向け
て職務を遂行し、取締役会がその実績管理を行う。

(b)会社の業務執行のうち重要な経営判断が求められるものは、取締役を含む幹部会及
び取締役会にて審議し、合議制を基本として決定する。

　

⑤ 当社及び当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(a)会社は、企業集団の運営で、すべてのステークホルダーに対し、説明責任を負うこ
とを認識する。

(b)グループ内取引の公平性を確保するため、必要に応じて内部監査担当者の内部監査
を行う。

　

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

(a)監査役からの要求がある場合、監査役を補助する使用人を置き、必要な人員を配置
する。

(b)監査役の職務を補助すべき使用人を置いた場合、その使用人の人事異動、人事評価
に関しては、監査役会の事前の同意を必要とする。

　

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制そのほかの監査役への報告

に関する体制

(a)取締役及び使用人は、会社に重大な影響を及ぼす事項が発生し、又は発生する恐れ
がある時、あるいは取締役及び使用人による違法又は不正な行為を発見した時、そ
のほか監査役に報告すべき事項が生じた時は、速やかに報告する。

(b)監査役は、重要な経営判断が求められる会議に出席する。

(c)代表取締役が決裁した重要事項は監査役に報告する。

　

⑧ そのほか監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a)取締役及び取締役会は、取締役の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環
境を整備するように努める。

(b)代表取締役は、監査役との意思疎通を図るために、監査役との定期的な意見交換を
行う。

(c)会社は、企業集団における監査役、会計監査人、内部監査人相互の親密な連携及び
情報交換を促進する。
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⑨ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

(a)会社は、反社会的勢力排除につき、コンプライアンス規程に明文化する。反社会的
勢力対応の責任者を定める。対応に際しては、代表取締役以下、組織全体として対
応する。

(b)反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、弁護士等の外部の専門機関
と緊密な連携関係を構築する。また、不当要求の際には、民事と刑事の両方から法
的対応を行い、対応する従業員の安全を確保する。

(c)反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係をもたない。また、反社会的勢
力による不当要求は拒絶する。反社会的勢力への資金提供は、絶対に行わない。

(d)反社会的勢力による不当要求が事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由とする
場合であっても、事案を隠蔽するための裏取引を絶対に行わない。

⑩ 財務報告の信頼性及び適正性を確保するための体制

当社は顧客満足度の向上を通じて、流通業の発展に寄与することで、世の中の発展

と繁栄に貢献することを理念としております。そうした企業活動において当社の作成

する財務報告は、適正かつタイムリーに開示することが責務であると認識し、適正性

を確保するための組織と仕組みを構築するため、当社の財務報告に関する基本方針を

以下のとおり定めます。

(a)当社は、法令及び規則を遵守し、適正な会計処理を行うこととする。

(b)当社は、企業集団における監査役、会計監査人、内部監査人相互の親密な連携及び
情報交換を促進する。

(c)当社の財務報告は、ステークホルダーをはじめ社会からの信頼を確立するため、一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し、虚偽記載のないものとする。

(d)当社はすべての業務プロセスにおけるリスクを把握し、それらのコントロールを実
現するものとする。

(e)当社の財務報告とその内部統制に関し、すべての規程・細則等は、本基本方針に基
づくものとする。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

① 内部統制システム全般に関する事項

当社グループの業務の適正を確保するために、定期的に監査役及び監査法人との情

報共有を実施して子会社を含めた運用状況を確認しております。

財務報告の信頼性を確保するために、内部統制システム全般の整備・運用状況につ

いて内部統制事務局が継続的に実施状況を確認し、改善・強化に取り組んでおります。

また、情報セキュリティに関しては、情報セキュリティ管理部門による社員教育や

内部監査を実施するとともに外部の審査機関による審査を受けて情報セキュリティ対

策の実効性の確保と維持向上を実施しております。

② コンプライアンスに関する事項

当社グループのコンプライアンス意識の醸成に努めるために実態に即したコンプラ

イアンス教育を実施しました。また、外部通報窓口も設けて適切な対応が行える体制

を実施しております。

③ リスク管理に関する事項

リスク管理規程に則り、取締役会や執行会議においてリスクの把握と対策を検討し、

適切な対応に努めております。

④ 監査役に関する事項

監査役は当社グループの重要会議に出席して職務執行の状況等について報告をうけ

るとともに取締役、会計監査人、内部監査事務局と定期的なヒアリングを実施してお

ります。

⑤ 反社会的勢力排除に向けた体制に関する事項

取引先に対して取引時の事前確認を実施するとともに、加盟している「特殊暴力防

止対策連合会」等からの定期的な情報収集を実施しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

当事業報告中の記載数字は、金額については表示単位未満を切捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年12月31日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工 具、 器 具 及 び 備 品

機械装置及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

レ ン タ ル 用 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,824,913

1,359,033

989,467

210,775

36,035

63,080

32,110

14,960

120,455

△1,004

1,570,461

1,068,348

1,270,796

209,374

397,479

908,155

22,182

14,239

△1,753,878

276,273

104,796

171,476

225,839

41,756

11,925

153,372

19,144

△359

流 動 負 債 2,027,497

買 掛 金 188,096

短 期 借 入 金 580,000

1年内返済予定の長期借入金 700,440

リ ー ス 債 務 7,883

未 払 金 219,543

未 払 費 用 164,682

未 払 法 人 税 等 67,176

ポ イ ン ト 引 当 金 13,862

そ の 他 85,811

固 定 負 債 1,391,369

長 期 借 入 金 1,311,295

リ ー ス 債 務 7,881

繰 延 税 金 負 債 812

資 産 除 去 債 務 39,943

株 式 給 付 引 当 金 31,435

負 債 合 計 3,418,866

純 資 産 の 部

株 主 資 本 945,770

資 本 金 297,566

資 本 剰 余 金 507,961

利 益 剰 余 金 220,880

自 己 株 式 △80,637

その他の包括利益累計額 486

その他有価証券評価差額金 490

為 替 換 算 調 整 勘 定 △4

新 株 予 約 権 14,244

非 支 配 株 主 持 分 16,008

純 資 産 合 計 976,509

資 産 合 計 4,395,375 負 債 及 び 純 資 産 合 計 4,395,375

（注）記載金額は千円未満を切り捨てております。
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連 結 損 益 計 算 書

〔 自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日〕

(単位：千円)

科 目 金 額

【売 上 高】 6,990,026

【売 上 原 価】 4,262,932

売 上 総 利 益 2,727,094

【販 売 費 及 び 一 般 管 理 費】 2,418,502

営 業 利 益 308,592

【営 業 外 収 益】

受 取 利 息 960

受 取 配 当 金 26

助 成 金 収 入 2,762

消 費 税 等 調 整 額 417

そ の 他 4,145 8,312

【営 業 外 費 用】

支 払 利 息 35,937

控 除 対 象 外 消 費 税 等 23,600

そ の 他 2,950 62,489

経 常 利 益 254,415

【特 別 利 益】

固 定 資 産 売 却 益 11,039

投 資 有 価 証 券 売 却 益 8,956

事 業 譲 渡 益 46,759

受 取 和 解 金 28,960 95,715

【特 別 損 失】

減 損 損 失 43,466

投 資 有 価 証 券 評 価 損 761

そ の 他 0 44,227

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 305,903

法人税、住民税及び事業税 116,163

法 人 税 等 調 整 額 △10,889 105,273

当 期 純 利 益 200,629

非支配株主に帰属する当期純利益 2,577

親会社株主に帰属する当期純利益 198,052

（注）記載金額は千円未満を切り捨てております。
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連結株主資本等変動計算書

〔 自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日〕

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 292,904 499,615 22,827 △90,341 725,006

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 4,662 4,662 ― ― 9,324

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 ― 3,684 ― ― 3,684

親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― 198,052 ― 198,052

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― 9,704 9,704

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) ― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 4,662 8,346 198,052 9,704 220,764

当 期 末 残 高 297,566 507,961 220,880 △80,637 945,770

　
(単位：千円)

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 524 4,229 4,754 4,044 12,115 745,919

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 ― ― ― ― ― 9,324

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 ― ― ― ― ― 3,684

親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― ― ― ― 198,052

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― ― ― 9,704

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) △33 △4,234 △4,267 10,200 3,893 9,825

当 期 変 動 額 合 計 △33 △4,234 △4,267 10,200 3,893 230,590

当 期 末 残 高 490 △4 486 14,244 16,008 976,509

（注）記載金額は千円未満を切り捨てております。
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連結注記表
　

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1)連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 ８社

・連結子会社の名称 株式会社MEDIAFLAG沖縄

梅地亜福（上海）管理咨詢有限公司

株式会社ラウンドパワー

cabic株式会社

株式会社ＭＰａｎｄＣ

Ｏ＆Ｈ株式会社

株式会社十勝たちばな

株式会社impactTV

・非連結子会社の名称

該当事項はありません。

　

(2)会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっております。

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品及び製品 先入先出法

仕 掛 品 個 別 法

原材料及び貯蔵品 先入先出法
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②固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

主に定率法を採用しております。

　ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を採用しております。

また、平成19年３月31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間

で均等償却する定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ５～45年

工具、器具及び備品 ４～15年

機械装置及び運搬具 ２～15年

レンタル用資産 ２～３年

無形固定資産

（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売有効

期間（３年）に基づく定額法によっております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。
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③引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

ポイント引当金 メディアクルーの登録促進と和菓子の販売促進を目的と

するポイント制度による将来の費用負担に備えるため、

将来の使用による費用負担見込額を計上しております。

株式給付引当金 株式交付規程に基づく従業員の当社株式の給付に備える

ため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額

に基づき計上しております。

　

④外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めております。

　

⑤のれんの償却方法及び償却期間

５年間の定額法により償却しております。

⑥その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(3)追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、平成27年５月18日開催の取締役会において、当社従業員及び連結子会

社の従業員（以下「従業員等」という。）の新しいインセンティブプラン「株式給

付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」という。）を平成27年５月21日より導入してお

ります。

①取引の概要

本制度は、予め定めた株式交付規程に基づき、従業員等が受給権を取得した場

合に当社株式または売却代金を給付する仕組みとなっております。
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当社グループでは、従業員等に会社業績の達成度及び各人の成果に応じてポイ

ントを付与し、一定の条件により受給権を取得した従業員等に対し、当該付与ポ

イントに相当する当社株式または売却代金を給付いたします。従業員等に対し給

付する株式については、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、

信託財産として分別管理するものとしております。

本制度の導入により、従業員等の帰属意識の醸成と経営参画意識を持たせ、従

業員等の長期的な業績向上や株価上昇に対する意欲や士気の高揚を図ることを目

的としております。

②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）

により、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価

額及び株式数は、前連結会計年度90,287千円、81,900株、当連結会計年度80,583

千円、73,100株であります。

　

(4)会計方針の変更

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」 (企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以

下「企業結合会計基準」という。)、「連結財務諸表に関する会計基準」 (企業会

計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。)及び「事業分

離等に関する会計基準」 (企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。)等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している

場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上すると

ともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更

しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、

暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが企業結合年度の翌年

度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高に対する影響額を

区分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法に変更い

たします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主

持分への表示の変更を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-２項(４)、連結

会計基準第44-５項(４)及び事業分離等会計基準第57-４項(４)に定める経過的な

取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用してお

ります。

　この結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益が3,684千円減少しており

ます。また、当連結会計年度末の資本剰余金が3,684千円増加しております。

　当連結会計年度の連結株主資本等変動計算書の資本剰余金の期末残高は3,684千

円増加しております。
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(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度

に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価

償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

(5)表示方法の変更

（連結損益計算書）

前連結会計年度において区分掲記しておりました「特別損失」の「固定資産除

却損(当連結会計年度は０千円）」は、金額的重要性が乏しくなったため当連結会

計年度において、「その他」に含めて表示しております。

２．連結貸借対照表に関する注記
(1)担保に供している資産

建物及び構築物 91,835千円

土地 908,155千円

上記に対応する債務

短期借入金 200,000千円

１年内返済予定の長期借入金 335,064千円

長期借入金 663,770千円

　
(2)減損損失累計額は、連結貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しており

ます。
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３．連結損益計算書に関する注記
減損損失

①減損損失を認識した資産グループの概要

用 途 場 所 種 類 金額（千円）

店 舗
（㈱メディアフラッグ）

東京都墨田区
他2拠点

建物 等 20,209

店 舗
（㈱MPandC）

千葉県市原市
工具、器具及び

備品
164

工 場
（㈱十勝たちばな）

埼玉県加須市 建物 等 283,422

事務所
（㈱十勝たちばな）

東京都世田谷区
他1拠点

工具、器具及び
備品

6,292

合 計 310,089

　
②減損損失の認識に至った経緯

当連結会計年度において、株式会社メディアフラッグ及び株式会社MPandCは、

撤退の意思決定を行った資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

　また、株式会社十勝たちばなは、営業活動から生ずるキャッシュ・フローが継

続してマイナス又は継続してマイナスとなる見込みである資産グループについて、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しております。
　
③減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの当該金額の内訳

種 類 金額（千円）

建物及び構築物 25,757

工具、器具及び備品 13,478

機械装置及び運搬具 4,231

合 計 43,466

　
④資産のグルーピングの方法

当社グループは事業用資産について、主として店舗を基本単位としてグルーピ

ングしております。
　
⑤回収可能価額の算定方法

店舗については、回収可能価額を使用価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローが見込まれないため使用価値を零としております。また、工場及び事

務所については、回収可能価額を正味売却可能価額により測定しており、不動産

鑑定評価額により評価しております。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　(1) 発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 4,641千株 64千株 ― 4,705千株

（注）普通株式の増加数の主な内訳は、次の通りであります。
ストックオプションの権利行使による増加 64千株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 82千株 ― 8千株 73千株

（注）１.自己株式の増減の内訳は、次の通りであります。
　 「株式給付信託(J-ESOP)」の信託契約に基づく株式の付与による減少 8千株
２.当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の普通株式の自己株式の株式数には、株式給付
信託（J-ESOP）が保有する自社の株式がそれぞれ81千株、73千株含まれております。

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 377,100株

新 株 予 約 権 の 残 高 125,700個

（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。
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５．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、必要な資金を主に銀行借入によって調達しており、一時的

な余剰資金は安全性の高い金融資産で運用しております。

　また、デリバティブ取引は行っておりません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。

投資有価証券は、主に長期保有目的の投資有価証券及び業務上の関係を有す

る企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

賃貸物件等に係る差入保証金は、差入先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、未払金及び未払費用はそのほとんどが３ヶ月以内の

支払期日であります。

借入金は、主に事業投資に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変

動リスクに晒されております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業

担当が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、

同様の管理を行っております。

②市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等

を把握するとともに市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に

見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)

の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作

成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理して

おります。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成28年12月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上

額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めてお

りません。（（注）２．を参照ください。）
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

（１）現金及び預金 1,359,033 1,359,033 ―

（２）受取手形及び売掛金 989,467 989,467 ―

（３）投資有価証券 41,756 41,756 ―

（４）差入保証金 46,097 46,097 ―

資産計 2,436,354 2,436,354 ―

（１）買掛金 188,096 188,096 ―

（２）短期借入金 580,000 580,000 ―

（３）未払金 219,543 219,543 ―

（４）未払費用 164,682 164,682 ―

（５）長期借入金 2,011,735 2,016,820 5,085

負債計 3,164,058 3,169,143 5,085

（注）１．金融商品の時価の算定方法

資 産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

（３）投資有価証券

投資有価証券の時価について、取引金融機関から提示された価格によっており

ます。

（４）差入保証金

これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切

な指標で割り引いた現在価値により算定しております。

負 債

（１）買掛金、（２）短期借入金、（３）未払金、（４）未払費用

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

（５）長期借入金（１年以内に返済予定のものを含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った

場合に想定される利率で割引いて算定される方法によっております。
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 連結貸借対照表計上額（千円）

差入保証金 ※1 107,275

非上場株式 ※2 0
※１.賃貸借物件に係る差入保証金のうち、期限の定めのない賃貸借契約に基づくものについては、

市場価格がなく、かつ、入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であるこ
とから、時価開示の対象としておりません。

※２.非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「(３) 投資有価証券」には含めておりません。

　
※３.金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（千円）

１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 1,359,033 ― ― ―

受取手形及び売掛金 989,467 ― ― ―

投資有価証券

その他有価証券のうち満期

があるもの（社債）
― ― 40,000 ―

差入保証金 46,097 ― ― ―

合計 2,394,598 ― 40,000 ―

　
※４.短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内

（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超

（千円）

短期借入金 580,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 700,440 612,381 403,094 251,003 44,817 ―

合計 1,280,440 612,381 403,094 251,003 44,817 ―
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６．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 204円 26銭

(2) １株当たり当期純利益 43円 13銭
（注）当社は、株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、当該株式給付信託が所有する当社株式につ

いては、株主資本において自己株式として計上しております。当連結会計年度において１株当
たり当期純利益の算定上控除した当該自己株式の期中平均株式数は77,428株であります。ま
た、当連結会計年度において１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式数は73,100
株であります。

７．その他の注記
　 (企業結合等関係)

事業分離

１． 事業分離の概要

(1)分離先企業の名称

(株)ナンポー通商

(2)分離した事業の内容

当社連結子会社 (株)十勝たちばなの沖縄における和菓子ブランド「甘味しゅり

春秋」事業の一部

(3)事業分離を行った主な理由

　(株)十勝たちばなでは、平成26年より沖縄県において「甘味しゅり春秋」ブラ

ンド事業を立上げ、海外からの観光客及び沖縄県内の顧客向けに沖縄発の和菓子

を提供してまいりましたが、経営資源を東京埼玉エリアでの事業に集中させるた

めに、店舗事業の拡大に取り組んでいる沖縄県の土産用菓子製造業を営む(株)ナ

ンポー通商に同事業を譲渡することといたしました。

(4)事業分離日

平成28年１月１日

(5)法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡

２． 実施した会計処理の概要

(1)移転損益の金額

事業譲渡益 46,759千円

(2)移転した事業に係る資産および負債の適正な帳簿価額ならびにその主な内訳

固定資産 3,500千円
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(3)会計処理

　事業を移転したことにより受け取った対価となる財産の時価と、移転した事業

に係る資産の適正な帳簿価額との差額を移転損益として認識しております。

３． 分離した事業が含まれていた報告セグメント

　 和菓子製造販売事業

４． 当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益

の概算額

当連結会計年度の期首に事業分離を行っているため、連結会計年度の当期連結

損益計算書には、分離した事業に係る損益は含まれておりません。

５．継続的関与の主な概要

　「甘味しゅり春秋」事業の店舗運営については、(株)ナンポー通商に移管する

ことになりますが、円滑に事業移管を進めるため、５ヶ月間の店舗運営に関する

指導を行いました。また商品等については取引先として継続して提供しておりま

す。
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貸 借 対 照 表
（平成28年12月31日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

受 取 手 形

商 品

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

関係会社短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具、 器 具 及 び 備 品

車 両 運 搬 具

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関係会社長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

1,303,215

448,663

625,546

7,905

292

35,795

315

9,434

125,255

9,067

40,938

916,995

10,098

11,025

30,830

5,636

4,428

△41,823

8,465

8,465

898,431

40,260

561,520

10

396,988

9,639

15,434

13,461

△96,251

△42,630

流 動 負 債 1,088,050

買 掛 金 32,619

短 期 借 入 金 500,000

1年内返済予定の長期借入金 268,208

リ ー ス 債 務 956

資 産 除 去 債 務 4,290

未 払 金 126,697

未 払 費 用 113,483

未 払 法 人 税 等 21,311

未 払 消 費 税 等 13,079

前 受 金 1,056

預 り 金 2,176

ポ イ ン ト 引 当 金 1,913

そ の 他 2,259

固 定 負 債 473,917

長 期 借 入 金 439,347

リ ー ス 債 務 2,630

株 式 給 付 引 当 金 31,435

資 産 除 去 債 務 505

負 債 合 計 1,561,968

純 資 産 の 部

株 主 資 本 643,818

資 本 金 297,566

資 本 剰 余 金 482,897

資 本 準 備 金 482,897

利 益 剰 余 金 △56,007

そ の 他 利 益 剰 余 金 △56,007

繰 越 利 益 剰 余 金 △56,007

自 己 株 式 △80,637

評 価 ・ 換 算 差 額 等 179

その他有価証券評価差額金 179

新 株 予 約 権 14,244

純 資 産 合 計 658,242

資 産 合 計 2,220,210 負 債 及 び 純 資 産 合 計 2,220,210

（注）記載金額は千円未満を切り捨てております。
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損 益 計 算 書

〔 自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日〕

(単位：千円)

科 目 金 額

【売 上 高】 3,358,773

【売 上 原 価】 2,140,455

売 上 総 利 益 1,218,318

【販 売 費 及 び 一 般 管 理 費】 1,046,816

営 業 利 益 171,502

【営 業 外 収 益】

受 取 利 息 4,038

有 価 証 券 利 息 549

受 取 手 数 料 3,320

そ の 他 959 8,867

【営 業 外 費 用】

支 払 利 息 14,405

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 76,533

そ の 他 3,825 94,764

経 常 利 益 85,605

【特 別 利 益】

投 資 有 価 証 券 売 却 益 8,955

受 取 和 解 金 7,000 15,955

【特 別 損 失】

固 定 資 産 除 却 損 0

投 資 有 価 証 券 評 価 損 761

減 損 損 失 20,209 20,971

税 引 前 当 期 純 利 益 80,590

法人税、住民税及び事業税 64,224

法 人 税 等 調 整 額 △2,918 61,305

当 期 純 利 益 19,284

（注）記載金額は千円未満を切り捨てております。
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株主資本等変動計算書

〔 自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日〕

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 292,904 478,235 478,235 △75,292 △75,292

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 4,662 4,662 4,662 ― ―

当 期 純 利 益 ― ― ― 19,284 19,284

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) ― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 4,662 4,662 4,662 19,284 19,284

当 期 末 残 高 297,566 482,897 482,897 △56,007 △56,007

　
(単位：千円)

株 主 資 本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自 己 株 式株主資本合計

そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △90,341 605,506 306 306 4,044 609,856

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 ― 9,324 ― ― ― 9,324

当 期 純 利 益 ― 19,284 ― ― ― 19,284

自 己 株 式 の 処 分 9,704 9,704 ― ― ― 9,704

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) ― ― △127 △127 10,200 10,072

当 期 変 動 額 合 計 9,704 38,312 △127 △127 10,200 48,385

当 期 末 残 高 △80,637 643,818 179 179 14,244 658,242

（注）記載金額は千円未満を切り捨てております。
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個別注記表
　

１．重要な会計方針に係る事項
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）によっておりま

す。

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

　

たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商 品 先入先出法

仕 掛 品 個 別 法

貯 蔵 品 先入先出法

　

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。また、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から５年間で均等償却する定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ５～15年

工具、器具及び備品 ４～10年

車両運搬具 ２年

― 40 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年03月13日 18時01分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



無形固定資産

（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

市場販売目的のソフトウェアについては、見込販

売有効期間（３年）に基づく定額法によっており

ます。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。

　

(3)引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

投資損失引当金 関係会社への投資に対する損失に備えるため、当

該会社の財政状態を勘案し、必要と認められる額

を計上しております。

ポイント引当金 メディアクルーの登録促進を目的とするポイント

制度による将来の費用負担に備えるため、将来の

使用による費用負担見込額を計上しております。

株式給付引当金 株式交付規程に基づく従業員の当社株式の給付に

備えるため、当事業年度末における株式給付債務

の見込額に基づき計上しております。

(4) その他計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

(5) 追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引について、連結計算書類

「連結注記表（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお

ります。
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(6)会計方針の変更

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適

用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却

方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

２．貸借対照表に関する注記
(1)有形固定資産の減価償却累計額

減損損失累計額は、貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。

(2)保証債務

下記の会社の金融機関等からの借入金に対して、次の通り債務保証を行ってお

ります。

株式会社十勝たちばな 900,230千円

株式会社impactTV 226,492千円

株式会社ＭＰａｎｄＣ 81,826千円

cabic株式会社 30,000千円

株式会社MEDIAFLAG沖縄 8,641千円

　
(3)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものは除く）

短期金銭債権 43,170千円

短期金銭債務 29,286千円

　

３．損益計算書に関する注記
関係会社に対する取引高

各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

①売上高 76,361千円

②仕入高 75,837千円

③その他の営業取引 178,675千円

④営業取引以外の取引高 7,166千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 82千株 ― 8千株 73千株

（注）１.自己株式の増減の内訳は、次の通りであります。
　 「株式給付信託(J-ESOP)」の信託契約に基づく株式の付与による減少 8千株
２.当事業年度期首及び当事業年度末の普通株式の自己株式の株式数には、株式給付信託

（J-ESOP）が保有する自社の株式がそれぞれ81千株、73千株含まれております。

５．税効果会計に関する注記
　(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

　 (繰延税金資産)

ポ イ ン ト 引 当 金 593千円

未 払 事 業 税 2,491千円

棚 卸 資 産 評 価 損 4,611千円

減 価 償 却 超 過 額 415千円

資 産 除 去 債 務 1,486千円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,254千円

関 係 会 社 株 式 評 価 損 199,746千円

投 資 損 失 引 当 金 13,215千円

貸 倒 引 当 金 29,838千円

そ の 他 10,978千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 266,630千円

評 価 性 引 当 額 △247,399千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 19,231千円

　 (繰延税金負債)

資 産 除 去 債 務 相 当 資 産 443千円

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 80千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 524千円

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 18,707千円
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった

主な項目別の内訳

法定実効税率
33.0％

（調整）

交際費等永久に損金に
算入されない項目

12.2

住民税均等割
3.2

評価性引当額
26.1

税率変更による繰延税
金資産の減額修正

0.8

その他
0.8

税効果会計適用後の法人
税等の負担率

76.1

(3) 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の

法律」が平成28年３月29日に、また、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の

抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正す

る法律」及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うた

めの地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」

が平成28年11月18日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算（ただし、平成29年１月１日以降解消されるものに限る）

に使用した法定実効税率は、前事業年度の33.0％から、回収又は支払が見込まれ

る期間が平成29年１月１日から平成30年12月31日までのものは31.0％、平成31年

１月１日以降のものについては31.0％にそれぞれ変更されております。

　この税率変更による影響は軽微であります。
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６．関連当事者との取引に関する注記
　 子会社及び関連会社等

種 類
会社等の

名称

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科 目

期末残高

（千円）

子会社 ㈱十勝たちばな
所有

直接100.0%

資金援助

債務保証

役員の兼任

資金の貸付

(注)2,4
200,000

関係会社短

期貸付金
123,915

資金の回収

(注)2,4
89,407

関係会社長

期貸付金
395,312

担保の被提供

(注)3
528,100 ― ―

銀行借入に

対する債務

保証(注)1

900,230 ― ―

子会社 ㈱ＭＰａｎｄＣ
所有

直接 87.0%

債務保証

役員の兼任

銀行借入に

対する債務

保証(注)1

81,826 ― ―

子会社 ㈱impactTV
所有

直接100.0%

債務保証

役員の兼任

銀行借入に

対する債務

保証(注)1

226,492 ― ―

子会社 cabic㈱
所有

直接 90.0%

債務保証

役員の兼任

銀行借入に

対する債務

保証(注)1

30,000 ― ―

(注）１.金融機関からの借入について、債務保証を行ったものであります。なお、保証料の受領はし
ておりません。

２.資金の貸付による利率については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。
３.当社の金融機関からの借入に対して、子会社からの担保の提供を受けているものであり、

「取引金額」は借入債務の期末残高を記載しております。なお、保証料の支払いはしており
ません。

４.関係会社長期貸付金に対し、96,251千円の貸倒引当金を設定しております。なお、当事業年
度において、76,533千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

５.取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　

７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 139円 01銭

(2) １株当たり当期純利益 4円 20銭
（注）当社は、株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、当該株式給付信託が所有する当社株式につ

いては、株主資本において自己株式として計上しております。当事業年度において１株当たり
当期純利益の算定上控除した当該自己株式の期中平均株式数は77,428株であります。また、当
事業年度において１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式数は73,100株でありま
す。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年２月17日

株式会社メディアフラッグ
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 阿 部 博㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 土 屋 光 輝㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社メディアフラッグの平成28年１
月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社メディアフラッグ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年２月17日

株式会社メディアフラッグ
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 阿 部 博㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 土 屋 光 輝㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社メディアフラッグの平成
28年１月１日から平成28年12月31日までの第13期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成28年１月１日から平成28年12月31日までの第13期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の
とおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について
報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定
款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以
上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年２月20日

株式会社メディアフラッグ 監査役会
常勤監査役
(社内監査役)

水 谷 隆 宣 ㊞

社外監査役 吉 田 悟 ㊞
社外監査役 五十嵐 一 浩 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　

【第１号議案】定款一部変更の件

１．提案の理由

グループ会社全体のシナジーの強化及びコーポレート・ガバナンスの強化を

図るため、取締役の員数の上限を10名以内から20名以内に変更するものであり

ます。

　

２．変更の内容

変更の内容は、次の通りであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現行定款 変更案

（取締役の員数）

第19条 当会社の取締役は、１０名以内

とする。

（取締役の員数）

第19条 当会社の取締役は、２０名以内

とする。
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【第２号議案】取締役５名選任の件

本定時事株主総会の第１号議案「定款一部変更の件」の承認を条件として、グ

ループ会社全体のシナジーの強化及びコーポレート・ガバナンスの強化を図る

ため、取締役５名を増員することとし、その選任をお願いするものであります。

なお、新たに選任された取締役の任期は、当社の定款の定めにより、他の在任

取締役の任期の満了する時までとなります。

取締役候補者は、次の通りであります。

なお、松田公太氏は、法令に定める社外取締役候補者であります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

１

※
むらまつ あつし
村 松 篤

(昭和44年11月15日生)

平成５年４月 味の素システムテクノ株式会社
（現 ：NRIシステムテクノ株式会社）
入社

500株

平成10年４月 株式会社セブン－イレブン・ジャパン
入社

平成12年６月 株式会社セブンドリーム・ドットコム
転籍

平成22年３月 フューチャーアーキテクト株式会社
入社

平成26年７月 当社 入社

◆取締役候補者とした理由
　平成26年に当社入社以来、執行役員 アジア事業部長として、アジア地域におけるコン
サルティングを含む幅広い業務を統括している実績を判断し、取締役として適任と判断
しました。

２

※
かわむら ゆうじ
川 村 雄 二

(昭和43年９月24日生)

平成４年４月 株式会社ゴールドウイン 入社

1,788株

平成19年４月 株式会社シアーズ（現：株式会社
impactTV）入社

平成25年９月 同社 取締役 就任

平成29年１月 同社 代表取締役社長 就任（現任）

(重要な兼職の状況）

株式会社impactTV 代表取締役社長

◆取締役候補者とした理由
　当社子会社である株式会社impactTVにおいて、代表取締役社長として業務の統括を行
っており、同社と当社のサービスの連携強化、グループ管理体制の強化をおこなうため、
取締役として適任と判断しました。

３

※
もりした なおき
森 下 尚 紀

(昭和47年５月20日生)

平成７年４月 株式会社デサント 入社

1,000株

平成10年６月 アディダス ジャパン株式会社 入社

平成22年10月 ポイントグリーン推進環境会議事務局
事務局担当 就任

平成27年３月 一般社団法人日本ストリートダンス認
定協議会 実行委員就任

平成27年８月 株式会社ＭＰａｎｄＣ 代表取締役社
長 就任（現任）
(重要な兼職の状況）

株式会社ＭＰａｎｄＣ代表取締役社長

◆取締役候補者とした理由
　当社子会社である株式会社ＭＰａｎｄＣにおいて、代表取締役社長として業務の統括
を行っており、同社と当社のサービスの連携強化、グループ管理体制の強化をおこなう
ため、取締役として適任と判断しました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

４

※
はしもと こうや
橋 本 航 也

(昭和46年９月20日生)

平成７年４月 EDSジャパン（現：株式会社日本HP）
入社

500株

平成11年５月 プライスウォーターハウスクーパー
スコンサルタント株式会社（現：プ
ライスウォーターハウスクーパース
株式会社） 入社

平成15年５月 株式会社東大総研 入社

平成19年７月 日本マイクロソフト株式会社 入社

平成20年10月 プライスウォーターハウスクーパー
ス株式会社 入社

平成25年11月 Ｏ＆Ｈ株式会社 設立 代表取締役社
長 就任（現任）
(重要な兼職の状況）

Ｏ＆Ｈ株式会社 代表取締役社長

◆取締役候補者とした理由
　当社子会社であるＯ＆Ｈ株式会社において、代表取締役社長として業務の統括を行っ
ており、同社と当社のサービスの連携強化、グループ管理体制の強化をおこなうため、
取締役として適任と判断しました。

５

※
まつだ こうた

松 田 公 太
(昭和43年12月３日生)

平成２年４月 三和銀行（現：三菱東京ＵＦＪ銀行）
入行

180,000株

平成10年５月 タリーズコーヒージャパン株式会社
設立 代表取締役社長 就任

平成17年９月 当社 取締役就任

平成20年１月 タリーズコーヒーインターナショナ
ル 設立 ファウンダー就任
クイズノス社 アジア環太平洋社長
就任

平成21年５月 Face+by Yamano Asia Pacific 設 立
共同会長 就任
EGGS'N THINGS INTERNATIONAL
HOLDINGS PTE. LTD. 設立
President 就任（現任）

平成22年７月 参議院議員

(重要な兼職の状況）

EGGS'N THINGS INTERNATIONAL
HOLDINGS PTE. LTD. President

◆社外取締役候補者とした理由
　同氏は長年にわたりタリーズコーヒージャパン株式会社の代表取締役社長を務められ
ており、経営者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の経営を監督していた
だくとともに、当社の経営全般に助言をいただけることにより、コーポレート・ガバナ
ンス強化に寄与していただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

(注) １．※は新任の取締役候補者であります。
２．各取締役候補者との間には、特別の利害関係はありません。
３．松田公太氏は社外取締役候補者であります。
４．当社は、松田公太氏が選任された場合、松田公太氏との間で会社法第427条第1項の規定に

基づき、同法第425条第1項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第1項の損害
賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

５．松田公太氏は平成17年9月14日付で当社の取締役に就任し平成19年8月17日付で退任いたし
ました。
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６．松田公太氏は当社の親会社等ではなく、また過去5年間に当社の親会社等であったことはあ
りません。

７．松田公太氏は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員ではなく、また過去5年間に当社
の特定関係事業者の業務執行者又は役員であったこともありません。

８．松田公太氏は当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定は
なく、また過去2年間に受けていたこともありません。

９．松田公太氏は、当社の親会社等、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の
配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

10．松田公太氏は、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割もしくは事業の譲受けにより当社
が権利義務を承継した株式会社において、当該合併等の直前に業務執行者であったもので
はありません。

11．上記取締役候補者の有する当社の株式数は、平成28年12月31日現在のものであります。

　

【第３号議案】監査役１名選任の件

監査役水谷隆宣氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役１名

の選任をお願いするものであります。

なお、前原妙子氏は水谷隆宣氏の補欠として選任されることとなりますので、

その任期は当社定款の定めにより、退任された監査役の任期の満了すべき時ま

でとなります。

また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

なお、前原妙子氏は、法令に定める社外監査役候補者であります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

※
まえはら たえこ
前 原 妙 子

(昭和51年６月22日生)

平成12年４月 税理士法人マスエージェント 入社

0株

平成14年11月 株式会社リンク・ワン 入社

平成20年４月 株式会社リスト 入社(現任)

平成21年１月 株式会社きらく 取締役 就任(現任)

平成27年４月 株式会社ＭＵＧＥＮ 取締役
就任(現任)
(重要な兼職の状況）

株式会社きらく 取締役

株式会社ＭＵＧＥＮ 取締役

◆社外監査役候補者とした理由
　同氏は、株式会社きらく及び株式会社ＭＵＧＥＮの取締役であり、企業経営者として
の豊富な経営、幅広い知見を有しており、経営全般の監視と有効な助言を期待し、社外
監査役として選任をお願いするものであります。

(注) １．※は新任の監査役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３．前原妙子氏は社外監査役候補者であります。
４．当社は、前原妙子氏の監査役選任が承認可決された場合、前原妙子氏との間で会社法第427

条第1項の規定に基づき、同法第425条第1項に定める最低責任限度額を限度として同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

５．前原妙子氏は、当社又は当社の子会社の業務執行者又は役員であったことはありません。
６．前原妙子氏は、当社の親会社等ではなく、また過去５年間に当社の親会社等であったこと

もありません。
７．前原妙子氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員ではなく、また過去5年間に当

社の特定関係事業者の業務執行者又は役員であったこともありません。
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８．前原妙子氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定
はなく、また過去2年間に受けていたこともありません。

９．前原妙子氏は、当社の親会社等、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の
配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

10．前原妙子氏は、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割もしくは事業の譲受けにより当社
が権利義務を承継した株式会社において、当該合併等の直前に業務執行者であったもので
はありません。

11．上記監査役候補者の有する当社の株式数は、平成28年12月31日現在のものであります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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渋谷署渋谷署

渋谷署前渋谷署前

明
治
通
り

明
治
通
り

ビックカメラビックカメラ

西口西口

東口東口

首都高速３号渋谷線

首都高速３号渋谷線

ＪＲ渋谷駅ＪＲ渋谷駅

渋谷駅渋谷駅

山
手
線

山
手
線

ハチ公口ハチ公口

バス
ロータリー
バス
ロータリー

銀だこ銀だこ

りそな銀行りそな銀行

かつやかつや

ファースト
キッチン
ファースト
キッチン

宮益坂口宮益坂口

宮益坂上宮益坂上

ECC
外語学院
ECC
外語学院

東急東急

宮益坂宮益坂

渋谷局渋谷局

渋谷ヒカリエ渋谷ヒカリエ

ENEOSENEOS

東京スクールオブ
ミュージック
専門学校

東京スクールオブ
ミュージック
専門学校

出口15出口15

太陽生命
渋谷ビル
太陽生命
渋谷ビル

シオノギ
渋谷ビル
シオノギ
渋谷ビル

商工中金商工中金

渋谷クロスタワー渋谷クロスタワー

青
山
通
り

青
山
通
り

ＴＫＰガーデンシティ渋谷

渋谷東口ビル１階

株主総会会場ご案内図

会 場：東京都渋谷区渋谷二丁目22番３号
ＴＫＰガーデンシティ渋谷
ホールＡ（渋谷東口ビル１階）
電話番号 03-6418-1073

〔交 通〕
●ＪＲ山手線・埼京線・湘南新宿ライン「渋谷」駅
　東口より徒歩３分
●東京メトロ銀座線・半蔵門線・副都心線「渋谷」駅
　15番出口より徒歩２分
●東急東横線・田園都市線「渋谷」駅
　ヒカリエ方面連絡通路より徒歩３分
●京王井の頭線「渋谷」駅
　中央口より徒歩６分
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